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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

 
平成26年度第３四半期
連結累計期間

平成27年度第３四半期
連結累計期間

平成26年度

 
(自平成26年４月１日
 至平成26年12月31日)

(自平成27年４月１日
 至平成27年12月31日)

(自平成26年４月１日
 至平成27年３月31日)

経常収益 百万円 63,272 58,991 81,672

経常利益 百万円 14,997 13,268 17,860

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 9,222 8,410 ―

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 ― ― 9,874

四半期包括利益 百万円 23,774 4,334 ―

包括利益 百万円 ― ― 32,895

純資産額 百万円 242,190 252,959 251,318

総資産額 百万円 5,360,606 5,622,278 5,328,661

１株当たり四半期純利益金額 円 34.38 31.35 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 36.81

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

円 34.33 31.30 ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ― ― 36.76

自己資本比率 ％ 4.37 4.49 4.56
 

 

 
平成26年度第３四半期
連結会計期間

平成27年度第３四半期
連結会計期間

 
(自平成26年10月１日
 至平成26年12月31日)

(自平成27年10月１日
 至平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 9.15 11.24
 

 

(注) １  当行並びに連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２ 第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期

連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３ 自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計 － (四半期)期末新株予約権 － (四半期)期末非支配株主

持分)を(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しております。

４ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間から、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社南都銀行(E03580)

四半期報告書

 2/23



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループ(当行及び連結子会社)が判

断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国経済減速の影響などから輸出や生産が弱含みとなりま

したが、企業収益が堅調に推移するもとで設備投資は緩やかな増加基調を辿り、また、個人消費は天候不順の影響

がみられたものの底堅く推移したほか、住宅投資は持ち直しの動きが続くなど、景気は緩やかな回復基調を続けま

した。

金融面についてみますと、市場金利は引き続き低位で推移し、短期金利の翌日物無担保コールレートは0.1％を下

回る水準での安定した動きとなりました。また、長期金利の動きをみますと、日本銀行が国債買入れを進めるも

と、４月には指標となる新発10年物国債の流通利回りは一時0.30％割れとなりましたが、４月末以降米欧長期金利

の上昇を受けて同利回りは0.50％台まで上昇しました。しかし、７月上旬以降は米欧長期金利の低下や本邦株価が

下落したことなどを受けて低下傾向を辿り、12月には日本銀行の追加緩和補完措置もあって年末の同利回りは

0.270％になりました。

一方、株式市場の動向をみますと、企業業績の改善期待や為替の円安などを背景に４月中旬に日経平均株価はお

よそ15年ぶりに２万円台を回復し、また、６月下旬には一時２万900円台の高値を付けました。しかし、夏場以降は

中国景気の減速に端を発した新興国経済への懸念が強まったことから世界的に株価が下落し、９月中旬には一時

１万7,000円を割り込みました。10月に入ってからは、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による追加緩和観測の高まりなどを

受けて株安基調は一服、振れを伴いつつも12月初旬には一時２万円台を回復しましたが、その後は原油価格の大幅

な下落や円高・ドル安の進行等を背景に再び下落基調となり、12月末の日経平均株価は１万9,000円台前半で取引を

終えました。

また、為替相場をみますと、円の対米ドル相場は日米金融政策の方向性の違い等を反映し、６月上旬には約13年

ぶりとなる１ドル＝125円台後半まで円安が進みました。しかし、８月半ば以降は米国金融政策を巡る思惑や世界的

な株安を受けて東京市場では一時118円台まで円高が進み、その後118円～120円台で推移しました。10月下旬以降

は、米国の利上げ観測が一段と高まったことなどでいったん円安基調に転じ一時123円台まで円安が進みましたが、

年末に向けて原油安が進み米国株や日本株が軟調に推移すると安全資産とされる円を買う動きが広がり、12月末は

１ドル＝120円台半ばで取引を終えました。

奈良県を中心とする地元経済についてみますと、生産面に弱さがみられたものの雇用は緩やかに改善しつつあ

り、個人消費については小売店販売が堅調に推移するなど景気は緩やかに持ち直しつつありました。

また、観光産業では外国人観光客による押し上げもあって観光客数が増加したことなどからホテルの客室稼働率

は前年を上回って推移しました。
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以上のような経済環境のもとで当行グループは、経営効率の向上に努めるなか、地域の発展と業績の伸展に尽力

いたしました結果、当第３四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなりました。

まず、預金につきましては、個人預金や一般法人預金が増加したことから前年同四半期連結会計期間末と比べ

118,839百万円増加して、当第３四半期連結会計期間末残高は4,791,759百万円となりました。

貸出金につきましては、事業性融資や地方公共団体向け貸出を中心に前年同四半期連結会計期間末と比べ131,226

百万円増加して、当第３四半期連結会計期間末残高は3,148,270百万円となりました。

有価証券につきましては、国債は減少しましたが外国証券が増加したことなどから前年同四半期連結会計期間末

と比べ70,650百万円増加して、当第３四半期連結会計期間末残高は1,835,557百万円となりました。なお、純資産額

は前年同四半期連結会計期間末と比べ10,769百万円増加して、当第３四半期連結会計期間末残高は252,959百万円と

なり、また、総資産額も同じく261,671百万円増加して、当第３四半期連結会計期間末残高は5,622,278百万円とな

りました。

損益面についてみますと、経常収益は、銀行・証券業務において資金運用収益が減少したことに加え、国債等債

券売却益の減少によりその他業務収益が減少したことなどから前年同四半期連結累計期間と比べ4,280百万円減少し

て58,991百万円となりました。

一方、経常費用は、銀行・証券業務において営業経費が減少したことや、与信費用の減少によりその他経常費用

が減少したことなどから前年同四半期連結累計期間と比べ2,550百万円減少して45,723百万円となりました。

以上の結果、経常利益は前年同四半期連結累計期間と比べ1,729百万円減少して13,268百万円となり、また、親会

社株主に帰属する四半期純利益も同じく812百万円減少して8,410百万円となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

・ 「銀行・証券業務」におきましては、収益面では、貸出金利息の減少により資金運用収益が減少したことに

加え、国債等債券売却益の減少によりその他業務収益が減少したことから経常収益は前年同四半期連結累計期

間と比べ4,009百万円減少して53,294百万円となりました。

一方、費用面では、預金利息等の減少により資金調達費用が減少したことや物件費を中心に営業経費が減少

したことに加え、与信費用が減少したことでその他経常費用が減少したことから経常費用は前年同四半期連結

累計期間と比べ2,188百万円減少して40,896百万円となりました。

この結果、セグメント利益（経常利益）は前年同四半期連結累計期間と比べ1,820百万円減少して12,398百万

円となりました。

・ 「リース業務」におきましては、経常収益は売上高が減少したことから前年同四半期連結累計期間と比べ513

百万円減少して4,863百万円となり、一方、経常費用は売上原価及び与信費用が減少したことから前年同四半期

連結累計期間と比べ566百万円減少して4,638百万円となりました。この結果、セグメント利益（経常利益）は

前年同四半期連結累計期間と比べ53百万円増加して225百万円となりました。

・ 「その他」では、経常収益は信用保証業務において受入保証料等が減少したことなどから前年同四半期連結

累計期間と比べ５百万円減少して3,094百万円となりました。一方、経常費用は同じく信用保証業務において与

信費用が減少したことなどから前年同四半期連結累計期間と比べ55百万円減少して2,449百万円となりましたの

で、セグメント利益（経常利益）は前年同四半期連結累計期間と比べ50百万円増加して644百万円となりまし

た。

 

なお、「事業の状況」に記載の課税取引については、消費税及び地方消費税を含んでおりません。
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①国内業務部門・国際業務部門別収支

当第３四半期連結累計期間の「資金運用収支」は、国内業務部門では利回りの低下により預金利息が減少したも

のの、貸出金利息も利回りの低下により減少したことから前第３四半期連結累計期間比1,785百万円減少して33,912

百万円となりました。一方、国際業務部門では、運用残高の増加により貸出金利息及び有価証券利息が増加したこ

とから前第３四半期連結累計期間比483百万円増加して4,064百万円となりました。以上の結果、「資金運用収支」

の合計は前第３四半期連結累計期間比1,302百万円減少して37,977百万円となりました。

「役務取引等収支」の合計は、前第３四半期連結累計期間比11百万円増加して6,982百万円となりましたが、「そ

の他業務収支」の合計は、国際業務部門において国債等債券売却益が減少したことなどから△472百万円（前第３四

半期連結累計期間は3,381百万円）となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 35,698 3,581 39,279

当第３四半期連結累計期間 33,912 4,064 37,977

資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 38,324 4,028

169
42,183

当第３四半期連結累計期間 36,056 4,903
163

40,796

資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 2,626 446

169
2,903

当第３四半期連結累計期間 2,143 839
163

2,819

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 6,953 17 6,970

当第３四半期連結累計期間 6,979 2 6,982

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 13,731 63 13,795

当第３四半期連結累計期間 13,459 58 13,517

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 6,778 46 6,824

当第３四半期連結累計期間 6,479 55 6,535

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 1,377 2,003 3,381

当第３四半期連結累計期間 177 △649 △472

その他業務収益
前第３四半期連結累計期間 1,378 2,552 3,930

当第３四半期連結累計期間 150 421 571

その他業務費用
前第３四半期連結累計期間 0 548 549

当第３四半期連結累計期間 △27 1,070 1,043
 

(注) １ 国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。ただし、円

建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２ 資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（前第３四半期連結累計期間12百万円 当第３四半期連結累計期間

９百万円）を控除して表示しております。

３  資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。
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②国内業務部門・国際業務部門別役務取引の状況

当第３四半期連結累計期間の「役務取引等収益」は、前第３四半期連結累計期間と比べ国内業務部門では272百万

円の減少、国際業務部門でも５百万円の減少となったことから合計では277百万円減少の13,517百万円となりまし

た。

増減のうち主なものは、国内業務部門において代理業務で59百万円の増加、預金・貸出業務及び保証業務はそれ

ぞれ93百万円及び33百万円の減少、国際業務部門において為替業務で４百万円の減少となっております。

一方、「役務取引等費用」の合計は、前第３四半期連結累計期間と比べ国内業務部門で298百万円の減少、国際業

務部門で９百万円の増加となりましたので合計では289百万円減少の6,535百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 13,731 63 13,795

当第３四半期連結累計期間 13,459 58 13,517

うち預金・貸出業務
前第３四半期連結累計期間 5,679 ― 5,679

当第３四半期連結累計期間 5,586 ― 5,586

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 2,001 55 2,056

当第３四半期連結累計期間 1,999 50 2,050

うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 37 ― 37

当第３四半期連結累計期間 59 ― 59

うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 2,946 ― 2,946

当第３四半期連結累計期間 3,006 ― 3,006

うち保護預り・
貸金庫業務

前第３四半期連結累計期間 238 ― 238

当第３四半期連結累計期間 230 ― 230

うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 646 8 654

当第３四半期連結累計期間 613 7 621

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 6,778 46 6,824

当第３四半期連結累計期間 6,479 55 6,535

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 347 46 393

当第３四半期連結累計期間 340 55 396
 

(注)  国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。ただし、円建

対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。
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③国内業務部門・国際業務部門別預金残高の状況

○  預金の種類別残高(末残)

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 4,655,715 17,204 4,672,919

当第３四半期連結会計期間 4,774,310 17,448 4,791,759

流動性預金
前第３四半期連結会計期間 2,327,697 ― 2,327,697

当第３四半期連結会計期間 2,421,008 ― 2,421,008

定期性預金
前第３四半期連結会計期間 2,280,283 ― 2,280,283

当第３四半期連結会計期間 2,318,704 ― 2,318,704

その他
前第３四半期連結会計期間 47,734 17,204 64,938

当第３四半期連結会計期間 34,597 17,448 52,045

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 78,828 ― 78,828

当第３四半期連結会計期間 72,939 ― 72,939

総合計
前第３四半期連結会計期間 4,734,544 17,204 4,751,748

当第３四半期連結会計期間 4,847,249 17,448 4,864,698
 

(注) １  国内業務部門は当行の円建取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取

引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３  定期性預金＝定期預金＋定期積金

 

④国内貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況(末残・構成比)

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内 (除く特別国際金融取引勘定分) 3,017,044 100 3,148,270 100

製造業 499,275 16.55 508,667 16.16

農業、林業 3,008 0.10 2,840 0.09

漁業 5,892 0.20 3,682 0.12

鉱業、採石業、砂利採取業 7,640 0.25 12,027 0.38

建設業 81,141 2.69 84,519 2.68

電気・ガス・熱供給・水道業 24,672 0.82 26,738 0.85

情報通信業 36,581 1.21 37,865 1.20

運輸業、郵便業 93,997 3.11 96,531 3.07

卸売業、小売業 291,317 9.65 298,233 9.47

金融業、保険業 142,124 4.71 153,479 4.88

不動産業、物品賃貸業 326,339 10.82 349,077 11.09

各種サービス業 165,599 5.49 175,690 5.58

地方公共団体 468,162 15.52 506,273 16.08

その他 871,291 28.88 892,643 28.35

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

政府等 ― ― ― ―

金融機関 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

合計 3,017,044 ― 3,148,270 ―
 

(注) 「国内」とは当行及び連結子会社であります。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び連結子会社）の事業上及び財務上の対処すべき課

題について、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発活動に係る費用はありません。

　

(4) 主要な設備

① 新設、休止、大規模改修、除却及び売却等について、当第３四半期連結累計期間に著しい変動があった設備

は、次のとおりであります。

取得・改修 (平成27年12月31日現在)
 

 会社名 店舗名その他 所在地 区分 セグメントの名称 設備の内容
投資金額
（百万円）

完了年月

当行

― 天理支店 奈良県天理市 改修 銀行・証券業務 店舗 64 平成27年９月

― 本店別館用地 奈良県奈良市 取得 銀行・証券業務 土地 88 平成27年11月

― 大宮支店 奈良県奈良市 新設 銀行・証券業務 仮店舗 98 平成27年11月

― 初芝支店 大阪府堺市東区 新設 銀行・証券業務 店舗 152 平成27年12月

 

(注) 上記投資金額には、消費税及び地方消費税を含んでおりません。

　

除却

 会社名 店舗名その他 所在地 セグメントの名称 設備の内容
前期末帳簿価額
（百万円）

完了年月

当行 ― 西大寺国見町ビル 奈良県奈良市 銀行・証券業務 事務所 41 平成27年９月
 

　

② 当第３四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設及び改修の計画は、次のとおりであり

ます。

 会社名 店舗名その他 所在地 区分
セグメントの

名称
設備の
内容

投資予定金額
(百万円) 資金調

達方法
着手年月

完了予定
年月

総額 既支払額

当行

―
名張支店

桔梗が丘出張所
三重県名張市 新設

銀行・証券

業務
店舗 245 93 自己資金

平成27年

６月

平成28年

５月

― 和泉支店 大阪府和泉市 新設
銀行・証券

業務
店舗 185 69 自己資金

平成27年

８月

平成28年

４月

― 榛原支店 奈良県宇陀郡 改修
銀行・証券

業務
店舗 64 ― 自己資金

平成27年

12月

平成28年

７月
 

(注)  上記設備計画の記載金額には、消費税及び地方消費税を含んでおりません。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当行グループを取り巻く経営環境は競争が非常に激しいため、利鞘の縮小が収益性悪化を招く要因となります。

また、地域経済の低迷は、運用機会の縮小と取引先の業況悪化を通じ貸出資産の劣化と資金収益力の低下要因とな

ります。

信用コストにつきましては、毎年度、厳格な自己査定を実施し、実態に即し償却・引当処理を適正に実施してき

たことから低水準で推移しており、今後につきましても債務者の経営実態及び信用力の変化を把握し、経営改善計

画の策定や金融面の支援を行うことで与信管理の強化を適切に行ってまいります。また、内外の経済・市場環境が

変化するなかで、株式などの保有有価証券価格の変動により損失が生じるおそれがあります。

当行グループといたしましては、これらの状況を踏まえ平成26年４月からスタートした中期経営計画のもと、奈

良県などの既存営業エリアでお客さまとのリレーションを一層深化させるとともに、大阪府などの重点戦略エリア

において稠密な拠点展開をさらに進め、地域の活性化や規模の拡大等を通じた収益機会の創出を図っております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 640,000,000

計 640,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 272,756,564 272,756,564
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株で
あります。

計 272,756,564 272,756,564 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成27年12月31日 ─ 272,756 ─ 29,249 ─ 18,813
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

4,446,000
― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

266,152,000
266,152 ─

単元未満株式
普通株式

2,158,564
― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 272,756,564 ― ―

総株主の議決権 ― 266,152 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当行所有の自己株式が32株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社南都銀行

奈良市橋本町16番地 4,446,000 ─ 4,446,000 1.63

計 ― 4,446,000 ─ 4,446,000 1.63
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭

和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

 

２  当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自 平成27年10月１日 至 

平成27年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社南都銀行(E03580)

四半期報告書

11/23



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

 現金預け金 452,967 531,423

 買入金銭債権 5,096 4,373

 商品有価証券 230 390

 金銭の信託 22,000 21,989

 有価証券 1,693,517 1,835,557

 貸出金 ※1  3,079,175 ※1  3,148,270

 外国為替 5,918 2,818

 リース債権及びリース投資資産 13,857 13,027

 その他資産 23,651 29,450

 有形固定資産 41,230 40,949

 無形固定資産 5,157 4,667

 繰延税金資産 1,386 1,363

 支払承諾見返 10,963 10,590

 貸倒引当金 △26,494 △22,595

 資産の部合計 5,328,661 5,622,278

負債の部   

 預金 4,691,065 4,791,759

 譲渡性預金 63,349 72,939

 債券貸借取引受入担保金 134,855 250,870

 借用金 116,122 192,674

 外国為替 399 584

 その他負債 34,877 23,816

 退職給付に係る負債 14,753 15,638

 睡眠預金払戻損失引当金 131 170

 偶発損失引当金 946 822

 繰延税金負債 9,878 9,450

 支払承諾 10,963 10,590

 負債の部合計 5,077,342 5,369,318

純資産の部   

 資本金 29,249 29,249

 資本剰余金 18,813 26,075

 利益剰余金 140,209 146,871

 自己株式 △1,907 △1,862

 株主資本合計 186,365 200,333

 その他有価証券評価差額金 58,818 53,982

 繰延ヘッジ損益 △668 △572

 退職給付に係る調整累計額 △1,279 △910

 その他の包括利益累計額合計 56,870 52,498

 新株予約権 146 127

 非支配株主持分 7,935 －

 純資産の部合計 251,318 252,959

負債及び純資産の部合計 5,328,661 5,622,278
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

経常収益 63,272 58,991

 資金運用収益 42,183 40,796

  （うち貸出金利息） 27,567 26,225

  （うち有価証券利息配当金） 14,239 14,007

 役務取引等収益 13,795 13,517

 その他業務収益 ※1  3,930 ※1  571

 その他経常収益 ※2  3,363 ※2  4,105

経常費用 48,274 45,723

 資金調達費用 2,915 2,828

  （うち預金利息） 1,965 1,799

 役務取引等費用 6,824 6,535

 その他業務費用 549 1,043

 営業経費 36,303 34,006

 その他経常費用 ※3  1,680 ※3  1,308

経常利益 14,997 13,268

特別利益 197 －

 固定資産処分益 197 －

特別損失 44 69

 固定資産処分損 33 69

 減損損失 11 －

税金等調整前四半期純利益 15,150 13,198

法人税、住民税及び事業税 2,149 3,072

法人税等調整額 3,487 1,411

法人税等合計 5,637 4,484

四半期純利益 9,513 8,714

非支配株主に帰属する四半期純利益 290 303

親会社株主に帰属する四半期純利益 9,222 8,410
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 9,513 8,714

その他の包括利益 14,261 △4,380

 その他有価証券評価差額金 13,547 △4,843

 繰延ヘッジ損益 47 95

 退職給付に係る調整額 665 368

四半期包括利益 23,774 4,334

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 23,475 4,038

 非支配株主に係る四半期包括利益 299 295
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【注記事項】

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当行の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結

財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支

配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及

び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項(4)、連結会計基準第44-5項(4)及び事業分

離等会計基準第57-4項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来に

わたって適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益は7,268百万円減少しております。また、当

第３四半期連結会計期間末の資本剰余金が7,261百万円増加しております。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

破綻先債権額 894百万円 1,108百万円

延滞債権額 63,465百万円 61,541百万円

３ヵ月以上延滞債権額 762百万円 231百万円

貸出条件緩和債権額 14,805百万円 11,377百万円

合計額 79,928百万円 74,259百万円
 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１ その他業務収益には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

国債等債券売却益 3,696百万円 353百万円
 

 

※２ その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

貸倒引当金戻入益 ―百万円 971百万円

償却債権取立益 348百万円 270百万円

株式等売却益 1,505百万円 1,567百万円
 

 

※３ その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

貸出金償却 1,321百万円 765百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 3,351百万円 3,043百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１ 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 804 3.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月14日
取締役会

普通株式 1,072 4.00 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１ 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 804 3.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月13日
取締役会

普通株式 939 3.50 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３ 株主資本の著しい変動

当行は、平成27年９月30日付で連結子会社南都リース株式会社、南都ディーシーカード株式会社及び南都カー

ドサービス株式会社の株式を非支配株主から追加取得いたしました。また、連結子会社南都信用保証株式会社、

南都コンピュータサービス株式会社及び南都投資顧問株式会社の各社は、同日付で自社株式を非支配株主からそ

れぞれ取得いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が7,261百万円増加し、当第

３四半期連結会計期間末において資本剰余金が26,075百万円となっております。

　

EDINET提出書類

株式会社南都銀行(E03580)

四半期報告書

16/23



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１ 報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

銀行・証券
業務

リース業務 計

経常収益        

外部顧客に対する
経常収益

57,046 4,739 61,785 1,394 63,180 92 63,272

セグメント間の
内部経常収益

257 637 894 1,705 2,600 △2,600 ―

計 57,304 5,376 62,680 3,099 65,780 △2,507 63,272

セグメント利益 14,218 171 14,390 593 14,984 13 14,997
 

(注) １  一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業務、不動産賃貸・

管理業務、ソフトウエア開発等業務及びクレジットカード業務等を含んでおります。

３ 外部顧客に対する経常収益の調整額92百万円は、主に「その他」の償却債権取立益であります。

４ セグメント利益の調整額13百万円は、セグメント間の取引消去に伴うものであります。

５ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

固定資産に係る減損損失額については重要性が乏しいため、記載を省略しております。

なお、のれん等に関する情報については、該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１ 報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

銀行・証券
業務

リース業務 計

経常収益        

外部顧客に対する
経常収益

53,063 4,303 57,367 1,422 58,789 202 58,991

セグメント間の
内部経常収益

231 560 791 1,672 2,463 △2,463 ―

計 53,294 4,863 58,158 3,094 61,253 △2,261 58,991

セグメント利益 12,398 225 12,623 644 13,268 △0 13,268
 

(注) １  一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業務、不動産賃貸・

管理業務、ソフトウエア開発等業務及びクレジットカード業務等を含んでおります。

３ 外部顧客に対する経常収益の調整額202百万円は、主に「その他」の貸倒引当金戻入益及び償却債権取立益

であります。

４ セグメント利益の調整額△0百万円は、セグメント間の取引消去に伴うものであります。

５ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比して著しい変動がありませ

ん。

 

(有価証券関係)

その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

種   類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差  額
(百万円)

株式 53,345 98,192 44,847

債券 1,137,540 1,164,153 26,612

国債 868,422 887,653 19,231

地方債 169,540 174,865 5,324

社債 99,578 101,634 2,055

その他 417,306 427,330 10,023

うち外国証券 397,492 404,268 6,776

合   計 1,608,193 1,689,677 81,483
 

 

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日)

※１ 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるも

のは、次のとおりであります。

※２ 四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載しております。

種   類
取得原価
(百万円)

四半期連結貸借対照表
計上額 (百万円)

差  額
(百万円)

株式 53,062 100,857 47,795

債券 1,122,713 1,147,490 24,776

国債 797,851 814,712 16,860

地方債 184,901 190,405 5,503

社債 139,959 142,372 2,413

その他 579,977 581,944 1,966

うち外国証券 524,537 525,785 1,247

合   計 1,755,754 1,830,292 74,538
 

(注) その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復

する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照
表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処理（以下「減
損処理」という。）しております。
前連結会計年度における減損処理はありません。
当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、147百万円（全て株式）であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、第３四半期連結会計期間末日（連結会計年度末日）
における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合、あるいは時価の下落率が30％以上50％未満の場合で１年
以内に時価の回復する見込みがない場合であります。
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(金銭の信託関係)

金銭の信託の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比して著しい変動がありま

せん。

 

(デリバティブ取引関係)

通貨関連取引

前連結会計年度（平成27年３月31日）

区 分 種  類 契約額等(百万円) 時 価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店 頭

通貨スワップ 490,472 △11,679 △11,679

為替予約 4,598 △301 △301

通貨オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

合 計 ――― △11,980 △11,980
 

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業
種別監査委員会報告第25号 平成14年７月29日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外

貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又
は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

 

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日）

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるも

のは、次のとおりであります。

区 分 種  類 契約額等(百万円) 時 価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店 頭

通貨スワップ 558,956 1,183 1,183

為替予約 3,625 0 0

通貨オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

合 計 ――― 1,183 1,183
 

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業
種別監査委員会報告第25号 平成14年７月29日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外

貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているも
の、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、次のとおりであります。

  
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額  34円38銭 31円35銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 9,222 8,410

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 9,222 8,410

普通株式の期中平均株式数 千株 268,200 268,274

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  34円33銭 31円30銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 365 358

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

 ― ―

 

　
（注）「会計方針の変更」に記載のとおり、企業結合会計基準等を第１四半期連結会計期間から適用し、企業結合会計

基準第58-2項（4）、連結会計基準第44-5項（4）及び事業分離等会計基準第57-4項（4）に定める経過的な取扱い

に従っております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額は、それぞれ27円06銭及び27円03銭減少しております。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

平成27年11月13日開催の取締役会において、第128期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金総額 939百万円

１株当たりの中間配当金 ３円50銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成27年12月７日
 

(注) 平成27年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月10日

株式会社南都銀行

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   松   山   和   弘   ㊞

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   秋   宗   勝   彦   ㊞

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   紀   平   聡   志   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社南都銀

行の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社南都銀行及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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